
都市における産業と住宅の立地

2020 年 7 月 23 日都市・建築空間解析　授業資料　東京都立大学　吉川徹

1 都市の同心円とセクターモデル

都市における産業と住宅の立地は同心円構造にな

るというモデルが提唱されており，その主なものは

シカゴの社会学者による都市研究の成果である．

1.1 Burgessの同心円モデル（1925）

concentric ring model．中心から CBD（Central

Business District，中心業務地区），推移地域（Zone

of Treansition，住商混合状態にある），労働者居住地

域（Working Class Zone），中産階級居住地域（Res-

idential Zone），通勤者居住地域（Commuter Zone）

からなる [1] [2]．

1.2 Hoytのセクターモデル (1939)

sector model．初期の小規模都市の土地利用パ

ターンが成長にそって外側に影響してゆく結果と

して，セクターが生じるとした [3]．

2 von Thünenおよび Alonsoのアプローチ

都心から同心円状になる土地利用パターン

が生じる理由を説明するモデルである．von

Thünen [4] [5] が農業土地利用モデルを構築した．

これを Alonso [7] [8] が都市の産業と住宅の立地に

適用した．以下では，まず [6]（資料とも）に沿って

von Thünenの原モデルを解説し，続いて宮尾 [9]に

従って，Alonsoのモデルを説明する．

2.1 von Thünenのモデル

von Thünenは，1810年からのドイツ・メクレン

ブルクでの農場経営の経験をもとに，採算性と地代

の概念を用いて，中心地としての都市の周囲に環状

に形成される農業土地利用立地に関する孤立国のモ

デルを構築した．

このモデルは次を前提とする．

(1) 中央の都市の周辺に同一条件の可耕地が広が

り，その外側は荒れ地で，孤立した国である．

(2) 都市からはどの方向にも交通可能で，馬車のみ

が交通手段である．

(3) 都市は，鉱山と岩塩坑を持ち，工業製品を供給

し，農地から食料と木材の供給を受ける．

この前提のもと，最も高い地代を払える土地利用

が立地すると考えると，同心円状の土地利用が形成

され，次の結果が得られる．

「都市の近くには，価格に比べて輸送費が高い農作

物が作られる．」

ただし，「輸送費が高い」とは，「かさばる」「重い」

「腐りやすい」「自分で歩いてくれない」など，様々な

理由による．

2.2 産業立地

利益を最大化する．都心すなわち市場までの距離

と、地代（rent）すなわち安価な用地のトレードオフ

が問題である．

■交通費曲線（図 5-1） 距離 s，交通費 T，限界交

通費（marginal travel cost，交通費の微係数すなわ

ち単価）tの関係を示す．

図 1 距離，交通費，限界交通費

限界交通費 t が逓減するのは，例えば初乗り運賃

制度がある場合である．

課題　南大沢駅から京王堀之内駅までは距離 2.2km

で運賃 130円（1km当たり 59円），南大沢駅から調

布駅は 15.7km で 250 円（1km 当たり 16 円）であ

る．なぜ，こうなるのか．
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■市場地代曲線（図 5-2） 土地市場が均衡する時の

距離 s，（単位面積当たり）地代 r の関係を示す．す

べての土地で同じ利潤が得られる地代の水準を示す．

図 2 市場地代曲線の算出

Lを土地使用面積とすると，Ldr + tds = 0より，
dr
ds = − t

L．距離 sが大きくなり地代 r が小さくなる

と，Lは大きく（たとえば 2階建の事業所を平屋にし

て建設費を節約），tは一定か小さくなり，
∣∣dr
ds

∣∣が小
さくなる．したがって地代 r は下に凸な関数である．

■複数の産業の立地 ここで重要な概念が付け値地

代（bid rent）である．これは，企業が各地点におい

て払える上限の地代のことである．付け値地代が最

も高い企業がその場所を占有する．産業 1 と産業 2

の交通費曲線が異なると（図 5-4），付け値地代が異

なり（図 5-5，5-6），都市における立地が異なる（図

5-7）．土地使用面積 L が少ない，あるいは限界交通

費 tが大きい産業ほど都心に立地する．

2.3 住宅立地

各家計（経済学では世帯をこう呼ぶ）が効用を最大

化する．通勤費用・時間と地代すなわち安価な宅地

のトレードオフとなる．

■交通費曲線 産業立地と同様である．

■市場地代曲線 すべての土地で同じ効用が得られ

る地代水準の曲線．産業立地と同様である．

■複数の家計の立地（図 5-8） 産業立地と同様に付

け値地代の曲線が得られる．ここでの付け値地代と

は，各家計が支払える最高の地代である．土地使用

面積 Lが少ないか，限界交通費 tが大きい家計ほど

都心に立地する．

2.4 産業と家計の同時立地（図 5-12）

■外部効果（図 5-13） 外部効果（外部性とも呼ぶ、

externality）は，都市の経済学的分析に欠かせない

重要な概念である [10]．これは，ある経済主体（個

人や家計や企業）の行為が，他の経済主体に対して，

市場を経由せずに（つまり金銭的にではなく），付随

的な効果をもたらすことを呼ぶ．

正の外部効果（外部経済） positive externality．

たとえば，ある人が美しいデザインの住宅を建

てたり，庭に美しい花を育てたりすれば，周囲

の人々が無料でそれを見て楽しむことができる．

負の外部効果（外部不経済） negative external-

ity．たとえば，工場や自動車から発生する騒

音・振動・有害な排気は，周囲の人々に迷惑を

およぼす．

すなわち，多数の主体が，（空間的に）集まるこ

とで相互に正の外部効果を与え合うと，集積の経済

（economies of agglomeration） [11]（たとえば，一

工場ではなく複数の（異業種でも可）工場が集まるこ

とによって効率が良くなる）が生じる．

■ゾーニング（土地利用規制）（図 5-14） zoning．

ゾーニングは負の外部効果を緩和させる．

2.5 地代と地価の関係

r を年地代，pを地価（land price），iを銀行年利

子率（bank interest rate），dを将来の収益を受け取

るまでの期間，Dp を地価変化，tを期を示す添字，e

を予測を示す添字とする．

■地代，利子率，地価一定の時 地価は，将来の総収

益を現在価値に換算した値になる（収益還元法）．標

準的な経済学では，収益の受け取りが 1 年先に延び

るごとに現在価値が一定の割合（1+ i）で小さくなる

と考える．これは，受け取りが１年先に延びるのは

銀行に１年先まで預けるのと同じと見なすことによ

る．これをもとに，総収益を下式で現在価値に換算

する（指数型割引，exponential discount function）．

p =
r

1 + i
+

r

(1 + i)2
+ . . . =

∞∑
d=1

r

(1 + i)d
=

r

i

これは，均衡状態では資金を銀行に預けても土地

を購入しても同じ収益が得られるという前提から，

銀行預金の年利子率 iが，土地の年収益率（年収益で

ある年地代 r を地価 p で割ったもの）に等しいと考

えることと同じである．

i =
r

p

なお，行動経済学（人間の判断や行動の仕組みを，

観察や実験をもとに推測し，その経済への影響を分

析する経済学の分野である [12] [13]．必ずしも人間

は合理的な判断を行わないことを想定する.）では，
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将来に受け取る収益の現在価値への換算は，受け取

るまでの期間を d とおけば，下式（双曲線型割引関

数，hyperbolic discount function） [14]に近いと考

える（双曲割引）．ただし k は単位期間に対する割引

率である．

現在価値 =
将来に受け取る収益

1 + kd

この式では指数型割引に比べて，価値下落は近い

将来では激しく，遠い将来では緩やかになる．

■地価が変化する時 地価が一定の場合に比べて，土

地を購入した場合の収益に地価変化分が加わる．

i =
r +Dp

p

実際には地価変化は将来の予測だから，

i =
rt +De

pt

pt
=

rt
pt

+
pet+1 − pt

pt

pet+1 が大きくなると，pt が上がり（これが pt+1

の実現値になる），これが pet+2 を上げ，その連鎖が

バブルとなる．重要なのは，この枠組みの中では合

理的な行動は高くても土地を買うという行動である

ことである．単純に考えればこの連鎖は続かないは

ずであるが，それがある期間，続くのがバブルであ

る．なぜ続くのか，詳細は西村 [15]参照．

2.6 現実の日本の地価決定過程

現実の日本の地価決定過程については西村 [15]が

詳しい．ここでは概略を紹介する．

(1) 日本の地価は，収益還元法による水準を遥かに

上回ってきた．この理由は，土地税制の歪みと，都市

計画規制の問題点から，資産として土地が著しく有

利になってきたことである．

(2) 土地税制の歪みは，相続の際の土地の課税評価

が他の資産に比べて低いこと，その恩恵が土地所有

者とりわけ大都市近郊農家に厚いこと，土地の売買

に掛かる税金が高いのに比べて保有に掛かる税金が

低いために土地を遊ばせることも可能なこと，から

なっていた．

(3) 都市計画規制の問題は，区域区分などの土地利

用規制の弾力的運用にあった．区域区分が市街化区

域と市街化調整区域の二区分しかないため，市街化区

域が広めに設定され，規制も緩めざるを得なかった．

これに代表される弾力的運用は，農地等の低密度利

用しか許されない土地が高度利用可能な土地に「大

化け」する期待を産み，地価がギャンブルとなった．

3 中心地の分布

von Thünenと Alonsoは固定された中心地の周囲

の同心円状の土地利用パターンを説明した．この中

心地はどのように分布するのであろうか．

3.1 Christallerの中心地理論

中心地の分布については，Christallerによる有名な

古典的研究である中心地理論，central place theory，

System der Zentralen Orte，がある [16] [17] [6] [20]．

中心地は，周辺を含む住民のために都市で供給さ

れる財（サービスを含む）である「中心機能」を持つ．

中心機能が成立する最低の人口を成立閾，threshold

と呼ぶ．この中心機能には，サービス圏域が広く成

立閾が大きい高次のものから，サービス圏域が狭い

低次のものまで階層がある．高次のものほど少数の

都市に立地するので，中心地は階層構造を持つ．

まず高次の中心機能の立地を考える（低次機能も

併設）．もっとも効率が良い立地は正六角形である

が，低次の中心機能が提供されない地域が正六角形

網の頂点を中心に生じる．そこで，正六角形網の頂

点に低次の中心機能を立地させる．

これをくり返すと，正六角形網が階層的に重なっ

た中心地システムができあがる（資料）．

Christallerはこれを市場原理，Marketing princi-

ple，Marktprinzip と呼び，他に交通原理，Trans-

port principle，Verkehrsprinzip（放射状道路上に立

地），行政原理，Administrative principle，Verwal-

tungsprinzip（上位圏域が下位圏域を包含するように

立地）を想定した．

3.2 Löschの市場地域論

Christaller とほぼ同時期に，Lösch はやはり正六

角形が重なった市場地域論を構築した [18] [6] [20]．

財はそれぞれ異なった広さの市場を持ち，この市

場の限界までの距離は運賃率で決まる．自由競争の

結果として，地表面は正六角形網による市場地域に

分割し尽くされることを Löschは厳密に数学的に証

明した．この様々な大きさの正六角形網を，地域の

中央の中心地を固定して重ねあわせれば，それぞれ

の財の供給場所が重なるところとして，中心地の分

布が得られる（資料）．
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4 中心地の発生

Christallerや Löschの議論は中心地の相対的位置

関係については語っているが，それが発生する絶対

的位置は語っていない．中心地の発生に関連する議

論としては次のものがある．

4.1 Weberの工業立地モデル

原料生産地製品消費地

製品
輸送費

原料
輸送費

総輸送費

原料生産地製品消費地

製品輸送費

原料輸送費

総輸送費

輸送費が距離に比例する場合
輸送費が積み込み費用と距
離比例費用の和である場合

製品輸送費

原料輸送費

総輸送費

原料生産地製品消費地
輸送費が積み込み費用と距離比例
費用の和で，積み替えがある場合

積み替え地

製品消費地

原料生産地1

原料生産地2

二次元で原料生産地が2箇所である場合

製品輸送費

原料輸送費
総輸送費

図 3 Weberによる工業立地モデル

Weberは原料生産地，製品消費地，輸送費を考慮

した最適な工場立地モデルを構築した [21] [22]．

輸送費をもっとも節約できるところに工場は立地

する．原料輸送費と製品輸送費のどちらが大きいか，

積み込み費用がかかるか，積み替え地（港など）が存

在するか，などで立地が異なる．

一次元の場合，原料生産地，製品消費地，積み替え

地の何れかに工場は立地し，中心地が発生する．

二次元の場合で積み替え地がなければ，原料生産

地が２箇所，製品消費地が１箇所であれば，それらに

よって定義される三角形の内部か端点（辺は含まず）

に立地する．したがって，特定の中心地が発生する

とは限らない [11]．ただし，実際の地域では，交通

網は線状であるため，必ずしも二次元平面の任意の

箇所に工場を設置できず，一次元に近い状況となる

可能性もある．

4.2 Hotellingによる商店立地モデル

Hotellingは，海岸のアイスクリーム屋台など，一

次元の領域で，複数の商店が客を奪い合う状況での

商店の立地を分析した [23]．

海岸に 2 台のアイスクリーム屋台があれば，客は

近い方の屋台で買うので，広い市場を確保しようと

競争して，最終的に中心に並んで均衡する．

均衡状態

図 4 ホテリング問題

3台では均衡は存在せず，4台では端から 1/4，3/4

の場所に 2台づつ，5台では端から 1/6，1/2，5/6の

場所に 2，1，2台が立地し，6台以上では均衡が存在

しない．2次元の挙動は複雑である [9]．

4.3 Krugmanのエッジシティーの創発のモデル

Krugman [24] [25] は，エッジシティー *1が発生

するモデルとして，ランダムに企業が分布する状態

から中心地が創発するモデルを構築した *2．

*1 edge city．特に米国で，自動車交通を前提として，郊外に
形成された職・住・学・楽にわたる多機能の自己完結型都
市．過密から発生する都市問題と無縁のユートピアと考え
られている一方で，環境問題や歴史性の欠如といった問題
点も指摘されている．Joel Garreau による同名の本 [26]

によって概念が確立した．
*2 このように，ランダムな状態から自律的に秩序が創発して
ゆく様を自己組織化，self-organizationとよび，このよう
な性質を持った系を複雑系，complex system と呼ぶこと
がある．Alonzo モデルなどに代表される空間経済学の体
系を藤田 [27]は複雑系の観点から解説した．
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■前提 家計と企業が同一線上に分布する一次元の

円環状の都市を考える．ある場所の企業にとっての

立地の望ましさは，周囲の企業から受ける正負の両

方の影響の合算値である．正の影響はたとえば，「つ

いでに」買う客の存在により，負の影響は相互の顧客

の奪い合いによる．

正の影響の及ぶ範囲は負の影響の及ぶ範囲より小

さいと考えられる．企業は始めはランダムに立地し

ているが，次第に立地の望ましさの高い場所に移動

するものとする．

■シミュレーション 上記の前提から計算機のシ

ミュレーションを行うと，特定の周期で中心地が現

れる．この周期は，正負の影響が及ぶ範囲のパラメー

タの設定によって異なる（資料）．

■周期が現れる理由 企業立地量をフーリエ級数に

展開することを考える．すると，正負の影響が及ぶ

範囲のパラメータの設定によって，ある特定の周波

数の波が成長し，残りが消滅することがわかる．

5 新宿や秋葉原に同種店舗が集積する機構

この現象を完全に説明することはできないが，本

講の諸モデルや諸概念から考えると，たとえば次の

ような機構が想定できる．

5.1 Weberの工業立地論での乗り換え

新宿ノ商業施設の集中は，路線網の集中に加えて，

「乗り換え」の影響が大きいと考えられる．かつて山

手線の内側に私鉄が乗り入れることが実質的にでき

なかったことから，新宿を始めとする私鉄と国鉄・都

電・地下鉄の乗り換えターミナルが発達した．

ここにおいては，Weberの工業立地論に見られる

ように，乗り換えの手間が必ずかかることから，逆に

この地点に商業施設を立地させることは，通過交通

量が同じでも有利に働くことになる．これによって，

たとえライバルがいる場合にも，他の立地よりもこ

こが有利になることが考えられる．

5.2 Hotellingモデルの修正

もう一つ，隣接して出店した方が市場を獲得でき

る可能性が挙げられる．すなわち Hotelling モデル

によって，軒を接して同種店舗が立地していること

を説明する訳である．

このとき，恐らくは隣接する二店舗が市場を左右

に分割すると考えるよりも，現実にはほぼ同一立地

の複数店舗の市場はそれぞれ両側に広がると考えた

方がよいと思われる．

これは電気店がアイスクリームスタンドと異なり，

1m でも近い方が良い，あるいは通りすがりに寄る，

というものではなく，予め認識した上で店舗に来訪

することから導きだされる．このようなモデルのも

とでは，複数の同種店舗が集中する可能性がある．

5.3 集積の経済

さらに，同種の店舗の間でも集積の経済が働く可

能性があることが予想される．たとえば，多数の同

種の電気店が集中することによって，買い物客にとっ

てはより幅広い選択肢の中から，より安価に購入す

ることができれば，良い評判が広がり，買い物客は増

加する*3．その増加の力が競争の力を上回れば，同

種の電気店が集中した方が電気店にとってもメリッ

トがあることになる．

このような集積の経済は，Krugman の指摘にあ

るように，集積の不経済よりも狭い範囲で働く．こ

れは，郊外型ショッピングモールを思い浮かべてみ

ればよくわかる．それほど高価なものでなければ，

5km（自動車であれば５から 10分で移動可能）離れ

たショッピングモール間を移動して商品の比較を使

用と思う買い物客は少ない．一方で同一ショッピン

グモール内で 5から 10分程度歩いて商品の比較を行

う買い物客は多い．

ここでも，Weberの乗り換えの抵抗を想定するこ

とができる．空間的には，手間なく移動できる徒歩

圏あるいはそれに準じる近距離に集積の経済が，そ

れより広域では相互競争による集積の不経済が働く

と考えられる．このことは，周辺に十分な市場が確

保できる場合，比較的狭い領域に同種の店舗が集積

する可能性を示唆する．また，Fotheringhamの競合

着地モデルが，逆に働く可能性も示唆している．

5.4 インターネット時代の集積

最後にインターネット時代においては，このよう

な集積が消滅するかという問いが気になるところで

ある．これまでの観察では，そのような状況にはなっ

*3 耐久消費財など，比較的高価で，消費者が複数の商店を
巡って価格や品質を比較してから購入する商品のことを，
買い回り品（shopping goods）と呼ぶ．これに対して，比
較的安価で，消費者が購入にあたって努力を最小限に抑
え，近くの商店で頻繁に少量ずつ購入する商品を最寄り品
（convenience goods）と呼ぶ．また，独自の個性があり，
それが置いてある商店にわざわざ出かけるなど，消費者が
特別の努力をしてでも購入する商品を専門品（speciality

goods）と呼ぶ．
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ていないようである．これについては様々な説明が

考えられるところであるが，次のいくつかの場合が

考えられる．

第一は，商品の価値が直接コンタクトしないと分

からない場合である．たとえば洗濯機の大きさ（設

置可能スペース），フィギュアの出来，中古部品の状

態，などは直接見て，触ってみないとわからない．こ

のように価値が身体性を帯びていると，上記のよう

に狭い範囲での集積の経済が働く．

第二は，直接のコミュニケーションによって得ら

れる知識に，商品を補完する重要な価値がある場合

である．中古部品などはこれが当てはまる．さらに，

緊急に必要な部品等が通信販売と異なってその場で

入手できることや，匿名で入手できることも影響を

及ぼしている可能性がある．
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